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１，概要
	　　   項　　　　目
	　　　　　　　　　回　　　　　　　　　　答

	業種名

	コーヒー製造業

	会員企業の主な事業
製品

	レギュラーコーヒー及び／又はインスタントコーヒーの製造・販売
レギュラーコーヒー及び／又はインスタントコーヒー


２，業界全体に占める低炭素社会実行計画（2017年度実績）のカバー率
	国内の規模
	1 業界団体の規模
	②低炭素社会実行計画参加規模

下段（　）にはカバー率②／①　

	総企業数
	3,000∼5,000
(業界紙推定)

	団体加盟企業数
	21会員
（団体会員の加盟企業を加えると220社程度）
	参加企業数
	6社
（　２．７％）

	総生産量
単位（　　　）
	412,173トン
(当協会推計値)
	団体加盟企業生産量
	不明

	参加企業生産量
	206,527トン
（５０．１％）

	総生産額
単位（　　　）
	不明

	団体加盟企業生産額
	不明

	参加企業生産額
	不明
（　　　　％）

	総ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量
単位（　　　）
	不明

	団体加盟企業ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量
	不明
	参加企業ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量
	59,401ＫＬ
（　　　　％）

	その他規模
（　　　　）
	
	その他規模
（　　　　）
	
	その他規模
（　　　　）
	（　　　　％）


出典：　　　　　　　　　　　　出典：　　　　　　　　　　　　　参加企業名を別紙１に記載
	フォローアップを行うにあたっての第三者検証の有無


	第三者に依頼していない



３－１，カバー率の現状及び見通し（業界団体企業における低炭素社会実行計画参加率）
※上記２－②で記載したカバー率について記載。
	年度
	自主行動計画（2012年度）　　

実績
	低炭素社会実行計画策定時

（　　　年度）
	2017年度
実績
	2018年度
見通し
	2020年度
見通し
	2030年度
　見通し

	企業数
	　　１．７％
	　　０．９％
	　　２．７％
	　　３．２％
	　　３．２％
	　　５．０％

	生産量
	　５４．８％
	　５２．７％
	　５０．１％
	　４８．６％
	　　　－
	　　　－

	生産額
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％

	ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％

	その他（　）
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％
	　　　　　％


注：2018年度の生産量見通しは、2017年度の総生産量を分母にし、2017年度参画企業6社の2018年度見通し量を分子にして算出しているため、新たな参画予定企業の見通し量は含まれていない。
３－２，カバー率の見通しの根拠
　（１）コーヒー製造企業数については、全日本コーヒー協会(以下「全協」と称する)傘下団体の企業数を推定し、これを分母に算出している。2018年度については、新たに1社が参画する予定。
　（２）コーヒー生産量は、全協で公表している国内コーヒー需給推計値を基に、国内消費量から製品輸入量を差し引いた生豆処理量を分母として、環境自主行動計画参画企業の生産量の実績及び見通しの報告数量を分子とし、カバー率を算出した。
　　　　なお、コーヒー需給に係るデータは、全日本コーヒー協会がまとめ、国際コーヒー機関へ毎月定期的報告している。
３－３，カバー率向上に向けた今後の取組

　（１）毎年理事会において会員に対し、環境自主行動計画への参画を促し、参画企業名を全協ホームページで公表している。2014年以降、3社が新たに参画し、2018年においても更に1社が追加参画予定であり、着実にカバー率は向上している。
３－４，カバー率が向上しない要因
　　　カバー率は着実に向上しているものの、企業のコーヒー生豆処理量、エネルギー消費量、設備投資状況は企業秘密の扱いとなることが多く、急激なカバー率の向上は難しい。
４－１，団体加盟企業等の省エネ定期報告対象状況調べ
	
	団体加盟企業
	低炭素社会実行計画参加企業

	定期報告対象事業者数（※1）
	　　　　　不明
	　　　　　　6社

	定期報告非対象事業者数（※2）
	　　　　　不明
	　　　　　　0社


※１，省エネ法における定期報告書提出対象事業者（特定事業者及び特定荷主）

※２，省エネ法における定期報告書提出対象ではない事業者。 

※加盟企業において複数の事業者がある場合は事業者数を記載（事業者ごとに把握していない場合は企業数で可）
４－２，2017年度実績データ収集に関する情報
	　　　指　　　　　標　
	出　　　　典
	　　　設　定　方　法

	生産量

	□　統計
□　省エネ法データ

□　会員企業アンケート

■その他（　　　　　　　）
	　環境自主行動計画参画企業の報告を集計。全体の生産量は財務省の貿易統計をもとに、全協において推計。

	生産額

	□　統計

□　省エネ法データ

□　会員企業アンケート

■　その他（　　　　　　　）
	　独禁法上の問題もあり、会員企業からは取集していない。

	その他
（　　　　　）
	□　統計

□　省エネ法データ

□　会員企業アンケート

■　その他（　　　　　　　）
	　環境自主行動計画参画企業の報告を集計。

	エネルギー消費量

	□　統計

□　省エネ法データ

□　会員企業アンケート

■　その他（　　　　　　　）
	　環境自主行動計画参画企業の報告を集計。

	ＣＯ₂排出量
	□　統計

□　省エネ法・温対法データ

□　会員企業アンケート

■　その他（　　　　　　　）
	　環境自主行動計画参画企業の報告を集計。


※実績の算定に当たって用いたデータの具体的な収集方法を記載
【データ収集実施時期】
　調査票の配布は7月末、10月上旬に参画企業からのデータが出そろった。
【データ収集対象企業数】

　6社
【データ収集回収率】
　環境自主行動計画に参画意思のある企業のみに送付し、１００％回収。
５，2017年度エネルギー消費量・CO２排出量等の実績

　　　集約したデータについては、別紙２にご記入下さい。
　　データ収集した企業の結果
	
	　前年度より増加した企業数
	前年度より減少した企業数

	エネルギー消費量
	2社
	4社

	エネルギー消費量（原単位）
	1社
	5社

	ＣＯ₂排出量
	2社
	4社


６－１，2017年度実績概要
【目標に対する実績】※別紙２から転記願います。
	年度
	目標指標
	　基準年度
	目標水準
①
	2017年度実績

（基準年度比）
②
	2017年度実績

（目標水準比）
②／①
	2017年度実績

（2016年度比）

	2020年度
	０．８９６
	2005年度
	▲１５％
	▲４５％
	３００％
	▲７．３％

	2030年度
	０．７９１
	2005年度
	▲２５％
	▲４５％
	　　１８０％
	　　空　　欄


【エネルギー消費量・CO₂排出量実績】

	
	2017年度実績
	　　基準年度比
	　　2016年度比

	エネルギー消費量
	５９，４０１ｋｌ
	▲５０％
	▲７．４％

	ＣＯ₂排出量
	１２０，３６２ｔ-ＣＯ₂
	▲４５％
	▲８．０％


６－２，2017年度実績増減要因

【目標に対する実績】
①　2020年度目標水準と2017年実績との比較及び評価、今後の改善見通し等
　　　味に対するこだわりや簡便化の消費者ニーズのトレンドから、レギュラーコーヒーの一杯抽出型やインスタントコーヒーのスティックタイプは増加傾向にあるとともに、多品種少量生産が進んでおり、エネルギー多消費型製品が伸びる傾向が継続している。しかし、省エネ設備の導入等によるエネルギー消費の効率化が進んでいることから、ＣＯ₂原単位は低減し、目標はクリアーしている。

　　②　2030年度目標水準と2017年実績との比較及び評価、今後の改善見通し等
　　　目標をクリアーしているものの、2020年度より更なる高齢化社会の進行や単独世帯の増加が想定されることから、上記①の消費者ニーズのトレンドはより進展し、エネルギー多消費型製品が増加することが予想される。このため、これら製品を主力とする環境自主行動計画参加企業のエネルギー消費抑制は鈍化する恐れがある。
③  2016年度からの増減要因
　　　省エネ設備の導入等によるエネルギー消費の効率化等により、ＣＯ₂原単位は前年度に比べ減少した。
【エネルギー消費量・ＣＯ₂排出量実績】
　   ④ エネルギー消費量2016年度からの増減要因
　　　　省エネ設備の導入及び生産量の微減による。
   　⑤ ＣＯ₂排出量2016年度からの増減要因
　　　　省エネ設備の導入及び生産量の微減による。
６－３，目標水準達成に向けた取組について
（１）２０１７年度に実施した対策の事例、推定投資額、効果
対　　策　　　　　　　　　投資額(万円)　　　効　果(原油換算)
　①コーヒー粕水分低減装置　　　　　　７０　　　　　１０６ｋｌ
　②蒸気有効活用装置　　　　　　　　　７０　　　　　　１５ｋｌ

　③還流ボイラー保温強化装置　　　　１５０　　　　　　　４ｋｌ
　④ガスヒートポンプ更新　　　　４，０００　　　　　６．３ｋｌ
　⑤変電設備更新　　　　　　　　　　６００　　　　　０．５ｋｌ
　　　合　　　　計　　　　　　　４，８９０　　　１３１．８ｋｌ

　以上の他、投資額、効果は不明でありますが、以下のような取り組みもありました。
　工場内の照明のＬＥＤ化や操業時間の短縮。
７－１，業務部門における取組（別途取りまとめを行われている場合のみ記載願います。）
①　本社等オフィスにおける取組
　　未使用エリアの消灯の徹底
　　エレベータの使用を控え、階段の使用促進

　　早帰りデーの実施
クールビズの実施
　　ライトダウンキャンペーンへの参加

　　不用照明の消灯徹底
　　照明のＬＥＤ化
　　パソコンの電源設定を最小の電源管理に設定

本社等オフィスにおける排出削減目標
　　オフィスのＣＯ₂排出総量削減目標を年間１％に設定し、２０１７年度においては、対前年度比１０．５％削減
□　業界として目標を策定している
	削減目標：○○年○月策定

	【目標】
【対象としている事業領域】



■　業界としての目標策定には至っていない
（理由）
　　製造部門の報告の協力企業を拡大することが優先であり、業務部門までの報告を求めると協力企業の伸びが鈍化する恐れがある。
②　エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績
本項目については、１社のみの報告であるため、記載しません。

本社オフィス等のCO₂排出実績（○○社計）
	
	2010
年度
	2011
年度
	2012

年度
	2013

年度
	2014

年度
	2015

年度
	2016
年度
	2017
年度

	床面積
（㎡）
	
	
	
	
	
	
	
	

	エネルギー消費量
（ｋｌ）
	
	
	
	
	
	
	
	

	CO₂排出量
（t-CO₂）
	
	
	
	
	
	
	
	

	エネルギー原単位
（ｋｌ/㎡）
	
	
	
	
	
	
	
	

	CO₂原単位
（t-CO₂/㎡）
	
	
	
	
	
	
	
	


□　データ収集が困難
（課題及び今後の取組方針）
７－２，運輸部門における取組（別途取りまとめを行われている場合のみ記載願います。）
1 運輸部門における排出削減目標
□　業界として目標を策定している
	削減目標：○○年○月策定

	【目標】
【対象としている事業領域】



■　業界としての目標策定には至っていない
（理由）
　　業務部門と同じ理由に加え、運輸部門は他社への委託多く、報告を求めることは更に難易度があがることとなる。
2 エネルギー消費量、CO₂排出量等の実績
本項目については、１社のみの報告であるため、記載しません。
	
	2010
年度
	2011
年度
	2012
年度
	2013
年度
	2014
年度
	2015
年度
	2016

年度
	2017
年度

	輸送量
（トン･km）
	
	
	
	
	
	
	
	

	エネルギー消費量
（ｋｌ）
	
	
	
	
	
	
	
	

	CO₂排出量
（t-CO₂）
	
	
	
	
	
	
	
	

	エネルギー原単位
（ｋｌ/m2）
	
	
	
	
	
	
	
	

	CO₂原単位
（t-CO₂/トン・km）
	
	
	
	
	
	
	
	


□　データ収集が困難
（課題及び今後の取組方針）
８－１，低炭素社会実行計画について
全日本コーヒー協会の「低炭素社会実行計画」（2020年度目標）
	
	計画の内容

	１．国内の企業活動における2020年の削減目標
	目標
	省エネ法の目標に準じて毎年1％を削減し、2020年に０．８９６とすることを目標としている。

	
	設定
根拠
	対象とする事業領域： 

　レギュラーコーヒー及びインスタントコーヒー
将来見通し： 

　ＥＳＧなどの流れもあり、徐々に環境自主行動計画への理解が高まっているものの、年々エネルギー多消費型の個食対応製品の構成が高まる傾向にある。省エネ設備の導入や作業工程の効率化を図ることなどにより目標達成に努めたい。
BAT： 
　食品であるレギュラーコーヒーやインスタントコーヒー製造法は基本的にあまり変わらないと考えており、改善の積み重ねでＣＯ₂を削減するしか方法はないと考えている。
電力排出係数： 
　再生可能エネルギーがＥＵ並みになれば電力排出係数が低くなり、コーヒー業界ＣＯ₂排出量が削減されるが、日本の現状では、電力排出係数の低減は、多く期待できないものと考えている。
その他： 
　国のエネルギー政策により大きく変動すると考えている。


	２．低炭素製品・サービス等による他部門での削減
	概要・削減貢献量：
　コーヒー製造業は、コーヒーの輸入の多くを麻袋詰め又はフレコンで行っている。焙煎後は製品の香りの維持や安全面から缶、瓶及びプラスチック系包装材を使用している。

	３．海外での
削減貢献
	概要・削減貢献量：
　特になし。

	４．革新的技術の開発・導入
	概要・削減貢献量：
　食品は安全面での配慮が重要であり、電気製品などのような革新的な技術とは縁遠いように考える。

	５．その他の
取組・特記事項
	特になし。


○○業界の「低炭素社会実行計画」（2030年度目標）
	
	計画の内容

	１．国内の企業活動における2030年の削減目標
	目標
	　２００５年度を基準年度（１．０５４）とし、省エネ法の目標に準じ、ＣＯ₂排出量原単位で毎年１％削減し、２０３０年に０．７９１とすることを目標としている。

	
	設定
根拠
	対象とする事業領域： 

　レギュラーコーヒー及びインスタントコーヒー製造
将来見通し： 

　ＥＳＧなどの流れもあり、徐々に環境自主行動計画への理解が高まっているものの、年々エネルギー多消費型の個食対応製品の構成が高まる傾向にある。しかしながら、省エネ設備の導入や無駄な工程を日々探ることなどにより目標達成に努めたい。
BAT： 
　食品であるレギュラーコーヒーやインスタントコーヒー製造は基本的には余り変わらないと考えている。
電力排出係数： 
　再生可能エネルギーがＥＵ並みになれば排出係数は削減されると考えている。
その他： 


	２．低炭素製品・サービス等による他部門での削減
	概要・削減貢献量： 
コーヒー製造業は、焙煎後の製品の香りの維持や安全面からプラスチック系包装資材を使用せざるを得ない。ただ、各会員とも包装材の減量化に努めることにより、引き続き、低炭素社会の構築を図るとみられる。

	３．海外での
削減貢献
	概要・削減貢献量： 
特になし。

	４．革新的技術の開発・導入
	概要・削減貢献量：
食品は安全面の配慮が重要であり、電気製品などのような革新的な技術とは縁遠いように考える。

	５．その他の
取組・特記事項
	


８－２，目標見直し実施の有無
□前年度実績等を踏まえ目標見直しを実施した

（見直しを実施した理由）

（見直しの時期）

■目標見直しを実施していない
（見直しを実施しない理由）

　今後、新たな参画企業の事業形態や規模によっては、実績値が大きく変動する可能性があることから、現在の目標値は維持することとしている。
８－３，今後の見直しの予定
□定期的な見直しを予定している（〇〇〇〇年度、〇〇〇〇年度）
□必要に応じて見直すことにしている

（見直しに当たっての条件）

９，行政に対する意見・要望（補助金、税制、情報提供等）
　　企業の省エネ設備等の導入には損金算入の措置を講じて頂きたい。
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